
問1 あなたの団体は、今年、１％支援制度に応募しましたか。 総計 比率

1 応募した 68 54%

2 応募しなかった 57 45%

- 無回答 1 1%

総計 126 100%

（問１で「1.応募した」と回答した団体にお聴きします）　

問2 １％支援制度について、現在、どのように感じていますか。１つ選んでください。 総計 比率

1 良い制度であり、現在の内容を変えずに続けるべきである　 22 32%

2 改善すべき点は改善して、よりよい制度にしていくべきである　 46 68%

3 良い制度とはいえないので、やめるべきである 0 0%

4 よくわからない 0 0%

5 その他 0 0%

総計 68 100%

　（問１で「1.応募した」と回答した団体にお聴きします）

問3
平成２０年度は、届け出期間中に１％支援制度や団体のＰＲとして、「ケーブルテレビでの団体プレゼンテーション」「駅周辺（３駅）での
ＰＲ活動」「商業施設（ニッケコルトンプラザ）でのＰＲ活動」を行いました。このことについて、どのように感じていますか。（複数回答可）

総計 比率

問3-1 ケーブルテレビでの団体プレゼンテーションは必要である 45 66%

問3-2 駅周辺（３駅）でのＰＲ活動は必要である 30 44%

問3-3 商業施設（例えばニッケコルトンプラザ）でのＰＲ活動は必要である 24 35%

問3-4 「団体プレゼンテーション」、「駅周辺でのＰＲ」、「商業施設でのＰＲ」のいずれも必要ない 1 1%

問3-5 よくわからない 9 13%

問3-6 その他 12 18%

　（問１で「2.応募しなかった」と回答した団体にお聴きします）

問4
１％支援制度に応募しなかったのは、どのような理由からですか。（複数回答可）１％支援制度に応募しなかったのは、どのような理由
からですか。（複数回答可）

総計 比率

問4-1 応募の要件を満たしていないので、応募できなかった 14 23%

問4-2 市民からの支援は必要ないと思っているから　 8 13%

問4-3 応募書類や報告書の作成、提出が負担であるから 19 32%

問4-4 １％支援制度を知らなかったから 2 3%

問4-5 １％制度に反対しているから 0 0%

問4-6 その他 17 28%

問5
平成２０年度の１％支援制度から、参加（届出）の際に必要な納税通知番号が昨年のものではなく、今年届いた納税通知書の番号で
も参加（届出）が可能となったことをご存知でしたか。

総計 比率

1 知っていた 71 56%

2 知らなかった 52 41%

－ 無回答 3 2%

総計 126 100%

問6
市では、市民活動団体の活動を、より多くの方に知ってもらうため、市のホームページで紹介したり、広報いちかわの第２・４週号の
「市民の広場」で、１％支援対象団体の事業を紹介したりしていますが、このようなＰＲについてどのように思いますか。　（複数回答
可）

総計 比率

問6-1 このまま続けるべきだと思う　 97 77%

問6-2 市のＰＲも必要だが、市民活動団体が自らＰＲすることが必要だと思う　 50 40%

問6-3 市がＰＲを行う必要はないと思う 0 0%

問6-4 市がＰＲを行っていることを知らなかった 5 4%

問6-5 わからない 1 1%

問6-6 その他 9 7%

問7
１％支援制度では、市民活動団体支援基金への積立を選択することもできます。現在、この基金の積立額が約2,000万円あります。こ
の基金をどのように使うべきだと思いますか。（複数回答可）

総計 比率

問7-1 １％支援制度や市民活動のＰＲに使うべきだと思う 43 34%

問7-2 市民活動団体の人材育成や物品の貸与など、共通する支援に使うべきだと思う 58 46%

問7-3 市民活動団体への融資制度など、新たな資金的支援策に使うべきだと思う 35 28%

問7-4 １％支援制度の財源として確保しておくべきだと思う 32 25%

問7-5 分からない 6 5%

問7-6 その他 18 14%

問9
１％支援制度については、来年度も引き続き実施していく予定ですが、あなたの団体はこの制度に応募しようと思っていますか。１つ
選んでください。

総計 比率

1 応募する 74 59%

2 応募しない 17 13%

3 現時点では、応募するとも、応募しないとも答えられない 35 28%

総計 126 100%

市民（納税者等）が選ぶ市民活動団体支援制度（１％支援制度）についての市民活動団体アンケート集計結果（平成20年度）

　市川市では、平成１７年度から市民（納税者等）が選ぶ市民活動団体支援制度（１％支援制度）をスタートさせました。昨年度は多くの方にこの制度
に参加していただくため、納税者でなくても持っている地域ポイントで支援ができたり、納税者による支援できる団体数を複数（３団体以内）選べるよ
うにするなど、条例の一部改正を行いました。また、今年度は届出をしやすくするため、本年度の納税通知書番号で届出ができるようにするなど、今
年、４年目の取り組みを実施しました。今後、この制度をよりよい制度にしていくた市民活動団体を対象として、アンケートを実施しました。アンケート
結果は下記のとおりです。

アンケート送付数：２７４団体　　回答団体数：１２６団体　　内１％応募団体数：６７団体
調査期間：平成20年平成20年9月5日(金) ～ 9月30日(木)


